































A Study about the Object of "Words" for Nursery School Curriculum and 
Deaf Children Educational Curriculum




















































































































































































































































































































































































































































  学校・園 
言語領域 
Ａ聾学校幼稚部 Ｂ聾学校幼稚部 Ｃ保育園 Ｄ保育園 
話を聞く ○ ○ ○ △ 
語彙の拡充 ○ ○  △ 
文で話す ○ ○ ○ △ 
話し合い ○ ○  ○ 
コミュニケー
ション 
※ ○  ○ 
正しい発音 ※ ※   
絵本に親し
む 
○ ○   
文字 ※ ○ ○ ○ 







              学校・園 
領域「言葉」 
Ａ聾学校 Ｂ聾学校 Ｃ保育園 Ｄ保育園
(1)自分の気持ちを言葉で表現する楽しさを味わう。 ○ ○ △ △ 
(2)人の言葉や話などをよく聞き、自分の経験したことや考
えたことを話し、伝え合う喜びを味わう。 
○ ○ ○ △ 
(3)日常生活に必要な言葉が分かるようになるとともに、絵
本や物語などに親しみ、先生や友達と心を通わせる。 
○ ○   
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６−４　比較分析の結果
　主要な保育雑誌に掲載される幼稚園、保育所向けの年間指導計画に記載されているねらいと
内容を幼稚園指導要領および保育所保育指針のねらいと内容に対応させて分析した結果、領域
「言葉」のねらいは全体の1.7％、内容は13.1％であったことから、実際の保育園の保育課程の
領域「言葉」のねらいが少ない傾向にあると予測された。今回の対象園の保育課程ではＣ保育
園が23％、Ｄ保育園が24％という結果が得られ、決して少なくはなかった。しかし、ねらいが
言語領域に対応するかという観点から概観すると、言葉と人間関係を関連させたねらいであっ
たり、言葉と健康を関連させたねらいであったりするため、言語力の向上を目指すねらいに的
を絞ったものではないことがうかがえる。
　一方、聴覚障害児教育の幼児期における教育課程では、言語領域の分野の内容を網羅する形
でねらいが定められている。言語獲得を目指した教育が展開される聴覚障害児教育の現場では、
言語力の向上を目指した活動が展開される。また、国語科の教科学習につながる「文字」や「文
を読む」という活動についても実施されている。
　「文字」を扱う活動として、Ｃ保育園では、外部講師による硬筆のお習字教室を実施するこ
とで、文字の習得の一助としている。またＤ保育園では、ひらがなの読みまでは就学までに身
につけることができるよう担任による文字指導が行われている。このようにＣ保育園、Ｄ保育
園では「文字」を扱う活動は展開されているが、「文を読む」活動までは保育課程に定められ
ていない。
　「幼稚園教育要領」「保育所保育指針」の領域「言葉」のねらいにある「（３）日常生活に必
要な言葉が分かるようになるとともに、絵本や物語などに親しみ、先生や友達と心を通わせる」
にある「絵本に親しむ」は、Ｃ・Ｄ保育園の保育課程には記載がなかった。「絵本の視聴」「絵
本を楽しむ」という文言は見受けられるが、絵本を見たり読んだりする読書推進のねらいとし
ては、若干弱い印象を受ける。
　今回の小学校学習指導要領改訂によって、新たにPISA型の読解力への意識と取り組みが明
記されているが、「読解力」にかかわる「ねらい」はどの学校・園のカリキュラムにも設定さ
れていなかった。また「生活言語」から「学習言語」への移行を実現するための「ねらい」も
見受けられなかった。
７．聴覚障害児教育幼児向けカリキュラムと保育園カリキュラムにおける領域「言葉」の 
　　ねらいにおける考察
　Ｃ・Ｄ保育園のカリキュラムにおける領域「言葉」のねらいには、「言葉の感性」を育成す
ることや、生活の中で「人の話を聞く」姿勢、自分の思いを伝えて「仲間と一緒に活動する」
など、言語力に直結する力ではなく、生活の中で必要な力や集団活動に参加するための基礎的
な力を育むという意図が感じられる。幼児期の人間形成に、言葉というツールは欠かせないも
のである。自分の気持ちや相手の思いを、言葉をとおして表現したり受け止めたりするために、
言葉を使った経験を深めることが求められている。
　就学後は教科学習が始まり、言葉の力が一層求められるようになる。就学前の幼稚園や保育
園、または特別支援学校の幼稚部における領域「言葉」のカリキュラムは、小学校や小学部1
年生の国語科を意識したカリキュラムとして構成されているかどうかは、「ねらい」の文章か
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らだけでは、推察することが難しい。
　ただ文字については、「幼稚園教育要領」「保育所保育指針」に記載されている「日常生活の
中で、文字などで伝える楽しさを味わう」や「幼児が日常生活の中で、文字などを使いながら
思ったことや考えたことを伝える喜びや楽しさを味わい、文字に対する興味や関心をもつよう
にすること」は、保育課程の中で取り入れられている。さらに、Ｃ保育園やＤ保育園は民間の
保育園であることから、園の特色として、小学校までに文字が読めるように、または読めて書
けるようにという配慮がなされている。
　聴覚障害児教育の幼稚部では、聴覚に障害がある幼児が、言葉を少しでも獲得できるように
文字（ひらがな）の習得を早めに行う傾向がある。このことは、教育課程には、明記されてい
ないが、Ａ聾学校もＢ聾学校も３歳児から文字に興味をもたせる環境構成を行う場合が多い。
特にＡ聾学校の場合は、その傾向が顕著である。Ｂ聾学校は、担任の意向が反映されるが、４
歳児からはほぼ文字に興味をもたせる環境構成を行っている。聴覚障害児教育では、ほとんど
の学校現場に手話や指文字が導入され、聾者のアイデンティティーである日本手話についての
理解も深まっている。しかし、日本語の読み書きは、社会で生きていくために必要なツールと
いう認識から、「書記日本語」の習得は不可欠であると考えられている。「書記日本語」の習得
に欠かせない文字の学習については、聴覚障害幼児への文字指導の導入が課題となる。ほぼ、
どの聾学校の幼稚部においても、言葉を育てるための手段として、６歳までに「ひらがな」は
読める状態にまで指導している。
　発達障害児の中でLD児（学習障害）は、就学後に判明する場合が多い。特にディスレクシア（読
み障害）は、国語の教科書の音読が遂字読みになることなどからはっきりしてくる。幼児期に
は、ことばの遅れが見られるものの、その困り感は小学校に通うようになってから顕著になる。
「小１プロブレム」は、障害のない子ども達の経験不足や、集団活動に必要な力が十分に育っ
ていない場合など様々な要因が絡み合っていると考えられる。発達障害児やグレーゾーンの子
ども達にとっての「小１プロブレム」の１要因は、教科学習に必要な力が十分に備わっていな
いことにある。この問題は、小１で起こるべくして起こっており、当然就学前から予測できる
困難性と言えるだろう。
　領域「言葉」は、国語科に限らず小学校１年生の教科学習を支える領域である。聴覚障害児
の場合、言語力に大きな差が生じやすく、様々な言語力の子ども達に一斉授業で教科を教える
のは大変な労力と指導力が要求される。幼稚部段階では、小学部の教科学習に子ども達が少し
でもスムーズになじみ、学習に取り組んでいけるように配慮するという意識が教員の間に浸透
している。したがって、これまで聾学校における「小１プロブレム」はほとんど問題視される
ことはなかった。聾学校が少人数であることが、その要因の１つではあろうが、領域「言葉」
に重点を置いた指導により、「文字の習得」から「文を読む」までの指導を「ねらい」や「内容」
に明記してきた長きにわたる教育課程が功をなしてきたこともまた事実であろう。
　「読解力」や「学習言語」に関するねらいは、どの学校・園にもなかった。PISA型読解力が
求められるようになった昨今の事情を考え合わせると、この点については、聴覚障害児教育で
も通常の幼児教育でも、幼小接続期における領域「言葉」のねらいを見直す必要があるだろう。
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８．今後の課題
　幼児教育現場は、幼保一元化の流れにより「こども園」「幼児園」といった幼稚園と保育園
の特徴を兼ね備えた新しい園が続々と姿を現している。今回は保育園の保育課程を取り上げた
が、幼稚園の教育課程の場合は、文部科学省の管轄にある学校としての位置づけから、また違っ
た領域「言葉」のねらいや内容が組み込まれていることが予想される。
　聴覚障害児教育には、言語獲得のスキルがある。３歳児で幼稚部に入学してきた際には、表
出言語がほとんど見受けられなかった幼児が、６歳で就学する際には、多くの言葉を獲得し、
概念を理解し、文を読み、書けるまでに成長する。障害によっては、ここまでたどり着くこと
が難しい例もあるが、幼稚園と同じ３年間で同じような行事や教育活動を経験しながら、言語
に関しては環境整備や指導における特別な配慮をすることによって領域「言葉」の多くのねら
いを達成している。
　発達障害の予防という観点から、幼児教育を見ると、学習障害は幼児期の特別な配慮による
支援によって、様々な部分での予防が可能である。特に「言葉」に関して言えば、音韻意識の
獲得や、文字の音韻への転換、意味の理解、音読などの困難さが軽減される可能性をもってい
る。それは、聴覚障害児教育現場で実践する中で、著者自身が見てきた子ども達の事例の数々
から言えることである。
　聴覚障害児教育のスキルは、発達障害児の支援に活かすことができる。また、発達障害児だ
けではなく健常の幼児の言語獲得や言語力の向上に活かせる指導方法や指導内容は、聴覚障害
児教育のスキルの中に数多く存在する。これらの専門性を、普通教育に活かしていくこと、特
に早期教育に活かしていくことは、全ての子ども達のニーズに応える特別支援教育に転換され
た今、大きな意義を感じるものである。
　子ども達の初語が遅くなったと言われる。子ども達を取り巻く社会情勢の変化や環境の変化、
保護者意識の変化にともなって、言葉に着目した保育には、今後はニーズが高まってくるだろ
う。さらに、OECDのPISA調査で日本の子どもの「読解力」が話題になったことから、従来
の読解力とは一線を画す「自らの目標を達成し、自らの知識と可能性を発達させ、効果的に社
会に参加するために、書かれたテキストを理解し、利用し、熟考する能力」とする「読解力」
の向上が求められている。このことからも、幼少接続期にあたる５歳児の教育課程に、様々な
「言葉」のねらいを設定する必要性が認識されるはずである。
　今回の教育課程の比較では、より保育園での保育課程の現状を把握できるように、領域「言
葉」に記載された「ねらい」を中心にしながらも、内容の「言葉」にかかわる記載も取り上げ
た。実際、そのようにしなければ、領域「言葉」に相当するねらいがなかったという実状があっ
た。ただし、文部科学省も厚生労働省も、幼稚園・保育園の活動は、５領域のねらいや内容が
園での生活の全体を通して総合的に展開されるような保育課程・指導計画を編成するよう求め
ているため、ねらいが「言葉」に特化しない現状は、一般的な傾向であると言えるだろう。ま
た、いわゆるPISA型の読解力は、人の話もテキストであるという考え方や文字以外の様々な
情報を写真や絵などから理解することなどの必要性を認識し、このための手立てを身につける
ための保育内容を取り入れていくことは、今後検討する余地があると考える。さらに「学習言
語」へのわたりについても、保育実践においてどのように実現することができるか検討してい
きたい。
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　今後は、幼稚園の教育カリキュラムにおける分析を行うとともに、幼大連携を提言し、幼児
教育の現場が聴覚障害児教育のスキルを少しでも取り入れることができるように働きかけてい
きたい。また、小学校の国語科につなげる領域「言葉」のねらい・内容の検討等も行い、実際
にカリキュラムを編成し、その有用性を実証していきたいと考えている。
注釈
１）PISA型読解力
　PISA型読解力とは、「自らの目標を達成し、自らの知識と可能性を発達させ、効果的に社会に参加するために、
書かれたテキストを理解し、利用し、熟考する能力」とされており、従来の国語科教育における読解力よりも
機能的・実用的な性格が強いものになっている。（鶴田清司、2010、「対話・批評・活用の力を育てる国語の授
業―PISA型読解力を超えて―」、明治図書）
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